
日 本 企 業 か ら 受 取 る 配 当 金 に つ い て
　第251回

　栗原さん：みらい先生、ご報告があります。この度、
２年間シンガポールに赴任することになりました。
　みらい：グローバルに活躍したいとおっしゃってい
た念願がかないましたね。
　栗原さん：はい。そこで、ご相談したいことがござ
います。私は日本企業の株式を所有しており、毎年配
当金を受け取っていますが、この配当金にかかる税金
について、海外赴任中の取扱いはどうなりますか？
　みらい：日本での配当金にかかる所得税率は上場株
式と非上場株式で異なります。上場会社等の配当金(大
口個人株主が内国法人から支払いを受けるものを除
く)に対する源泉徴収税率は20.315％（所得税および
復興特別所得税15.315％、住民税５％）ですが、非居
住者の場合住民税は課されませんので、15.315％とな
ります。また、非上場会社等の配当金に対する源泉徴
収税率は20.42％で住民税はありません。
　栗原さん：昨年までは確定申告をしていたのですが、
今年はどうなるのでしょうか。
　みらい：居住者の場合、配当所得にかかる所得税は、
原則として確定申告の対象とされます（総合課税）が、
一定の要件を満たす場合には確定申告不要制度を選択
することができます。総合課税の場合は、他の所得と
配当所得を合計して税額を計算するのですが、「配当控
除」という税額の減額を受けることができます。その
結果、税金の還付を受けられる可能性があります。確
定申告不要制度は、一定の配当所得については、納税
者の判断により確定申告しなくてもよいという制度で
す。こちらは源泉徴収だけで納税手続きが完結します
ので、栗原さんは何もしなくて良いです。
　栗原さん：今までは税金の還付が受けられると聞い
て、確定申告していました。
　みらい：残念ですが、国内に恒久施設を有しない非
居住者の場合は、この「配当控除」の適用を受けるこ
とができません。今年分は、源泉徴収で完結です。
　栗原さん：確かに残念ですが、何もしなくてよいな
ら気楽ですよね。ほかに気をつけることはありますか。
　みらい：ＮＩＳＡを利用している場合です。以前は
出国とともに非課税口座は廃止されていたのですが、
税制改正により、転勤等業務命令で2019年４月以後出
国する場合には、金融機関に「継続適用届出書」を提

出することで、提出日から５年間は非課税口座を維持
できるようになりました。
　栗原さん：私は2019年６月出国予定で２年後帰国予
定ですので、該当しそうですね。
　みらい：そのほか、勤務地国と日本が租税条約を締
結していれば、税率の軽減措置を受けられる可能性が
あります。シンガポールの場合、日星租税条約により、
配当に係る事業年度終了の日までの６ヶ月間議決権株
式25％以上を保有している場合は５％、その他の配当
については15％までの税率とされています。
　栗原さん：私は非上場株式からの配当（20.42％）も
もらっているので、租税条約の適用を受けたほうが良
さそうですね。どのような手続きとなりますか。
　みらい：支払先（源泉徴収義務者）に対して事前に
「租税条約に関する届出書」を提出する必要がありま
す。提出の際には「特典条項に関する付表」に「居住
者証明書」を添付して提出して下さい。
　栗原さん：わかりました。
　みらい：また、栗原さんはシンガポールの居住者と
なりますので、シンガポールで所得税を申告・納税す
る義務があります。なお、シンガポール居住者が日本
企業から受け取る配当金は、実質的にシンガポールで
は課税されない仕組みとなっているようです。国によ
って取り扱いが異なりますので現地の専門家にご確認
下さい。弊社もシンガポール法人を立ち上げましたの
でご紹介しますよ。
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